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議会運営委員会視察研修報告書 
 

視察地：山形県・関東地方 

視察先：山形県遊佐町議会、茨城県取手市議会、東京インタープレイ株式会社 

実施日：令和４年 10月５日（水）〜10月７日（金） 

旅 費： 1,361,180円（公費） 

 

【視察目的】 

1. 山形県遊佐町議会 

・少年議会について 

2. 茨城県取手市議会 

・オンライン委員会について 

・電子採決について 

3. 東京インタープレイ株式会社 

・電子採決について 

 

【視察結果】 

１．山形県遊佐町教育委員会職員から遊佐町で取り組んでいる少年議会について説明

を受けた。 

少年議会は、20年目を迎える事業で、当時の町長が、次の時代を背負う若者の就

職先が少ないために町を離れていくことや、地域に残っていても地域の活動に参加

しない状況になっていたため、若者自身に自分たちも立派な地域社会の一員である

ことを自覚させることが必要であり、また、自分たちで何ができるか考え、地域で

の役割を発見していくために発案しスタートした。少年議会は、町長１名、議員 10

名で構成され、対象者は、遊佐町在住の中高校生及び遊佐町に通学する高校生で、

少年町長・少年議員の選挙権と被選挙権をもつ。立候補者の人数が越えた場合は選

挙を行い、落選した者は少年副町長、少年事務局長等様々な立場で少年議会に携わ

っているとの説明があった。 

令和４年度は、町長に２名、議員に 16 名の立候補があり、選挙を行った。有権

者は 592 名で、投票率 85.92％、投票期間も設け、通常選挙と同様、期日前投票も

実施するなど主権者教育の一環としても取り組まれていた。 

また、山形県は投票率が全国１位で、その背景の一つが若者の投票率の高さであ

り、親が投票に行くときに子どもを一緒に連れて行く人が多く、子どもも小さいこ

ろから選挙に慣れているため、選挙権を得たら積極的に投票する子どもが多くいる

のではないかとの説明があった。 

２．取手市議会は、早稲田大学マニュフェスト研究所が毎年発表している議会改革度

調査で２年連続全国１位を獲得した議会で様々な取組を行っている。その取組の中

でも全国に先駆けて実施しているオンライン委員会について、議会事務局職員から

説明を受けた。 

取手市議会では令和２年９月から新型コロナウイルス感染症拡大も視野にいれ
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つつ、災害などの有事に備え、地方議会の委員会において「説明・質疑・委員間討

議」までオンラインで公式に開催できるよう、会議規則及び委員会条例改正案を議

決した。また、その議決は新たに導入されたタブレット端末での表決システムによ

り実施したとのことであった。 

オンライン委員会を導入することで、様々な事由で登庁できない議員が欠席する

ことなく委員会等に参加できているとの説明であった。 

さらに、有事の際に備え、タブレット端末の有効活用を図るため、ＩＣＴを活用

した議会災害対応訓練を実施し、議員の安否確認や議員による情報収集等を行って

いた。情報収集については、現場写真を撮影し、グーグルマップに落とし込み、議

会で取りまとめた後、理事者側に提出していた。 

３．令和４年度から導入予定の電子採決について、運営会社である東京インタープレ

イ株式会社に現在の進捗状況について聞き取りを行った。令和４年 12 月定例会か

ら電子採決の運用を開始できるよう、10月下旬から議員に対する試運転など運用開

始に向けた準備を進めるとの説明であった。 

 

                                              

【視察効果及び西予市での応用】 

１．西予市でも、行政や議会と未来を担う若者との接点が少ないことに危機感があっ

た。議会でも高校生との意見交換会を開催しているが、今後は、中学生との意見交

換会なども開催し、若者目線で地域の問題点の意見を市政にも届け、行政側も若者

の意見を取り入れながらまちづくりを進める。そのことで自分たちの意見が市政に

反映されれば、社会の一員として認められることを学ぶことができ、将来において

西予市民として活躍していただく方が増えることが期待できる。 

また、西予市でも年々投票率が減少していることから、親子連れでの投票など啓

発活動を地道に続けていくことも必要であると感じた。 

２．西予市では、タブレット導入について、ＩＣＴ化により経費削減、災害時の即時

対応、連絡・報告などの効率化を目指し平成 28年 12月から本議会と委員会に持ち

込み運用を開始した。当初目的のペーパレス化は予算書や決算書等の紙ベースの要

求があり完全にはできていないが、タブレットを２台活用することで完全ペーパレ

ス化を図り、さらなる経費削減に取り組むよう議論を進めたい。 

また、オンライン会議については、コロナ禍の中でオンラインによる講師の先生

から研修を受けた程度であったが、オンラインを積極的に活用して委員会における

採決や現地視察も可とする会議規則及び委員会条例改正案を議論して取り組みを

検討していく必要がある。 

 

 

令和４年 10月 28日        

 

議会運営委員会   

委員長  兵 頭  学 
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１．山形県遊佐町議会にて（R04.10.05） 

～少年議会について研修～ 

【講師：遊佐町教育委員会教育課、議会事務局】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．茨城県取手市議会にて（R04.10.06） 

  ～オンライン委員会等について研修～ 

  【講師：取手市議会事務局】 

 

 

 

 

 

 

   

 

 


